
 
「消費者行政の推進に関する世論調査」の概要 

 
平成２７年１０月  
内閣府政府広報室  

調 査 対 象  全国20歳以上の日本国籍を有する者 3,000人 

有効回収数 1,682人（回収率56.1％） 

 

調 査 時 期   平成27年9月3日～9月13日(調査員による個別面接聴取) 

 

調 査 目 的   消費者行政の推進に関する国民の意識を調査し，今後の施策の参考とする。 

 

調 査 項 目  消費者問題と消費者が必要としている情報 

         消費者取引上のトラブルについての意識 

         悪質商法についての認知度と対策 

         消費者市民社会への参加 

         行政への要望と相談体制の認知度 

 

調 査 実 績  「消費者行政の推進に関する世論調査」（平成 26 年 1 月、平成 20 年 10 月調査） 

「消費者問題に関する世論調査」 

（平成 10 年１月、平成６年 12 月、昭和 63 年 12 月、昭和 60 年２月、 

昭和 58 年２月、昭和 55 年 12 月、昭和 53 年 12 月調査） 

「地方消費者行政に関する特別世論調査」（平成 22 年 10 月調査） 

 

（平成 18 年度の調査から，調査対象者に調査主体が「内閣府」であることを提示した上で実施。） 

 

※ 本資料では、過去の調査結果との比較において、統計学的に有意差（信頼度95％）が認められ 

る回答については、「（増）」または「（減）」と記載している。 
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ある わからない ない
(該当者数)

今 回 調 査 (1,682人)

平成26年１月調査 (1,781人)

平成20年10月調査 (1,853人)

〔 性 〕

男 性 (  774人)

女 性 (  908人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  139人)

30 ～ 39 歳 (  197人)

40 ～ 49 歳 (  305人)

50 ～ 59 歳 (  255人)

60 ～ 69 歳 (  403人)

70 歳 以 上 (  383人)

67.5

73.8

82.0

1.4

2.2

2.1

31.1

24.0

15.9

62.7

71.7

1.2

1.5

36.2

26.8

61.9

74.1

71.8

72.9

72.2

54.3

2.9

1.5

0.7

2.0

0.7

1.6

35.3

24.4

27.5

25.1

27.0

44.1
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１ 消費者問題と消費者が必要としている情報 

（１）消費者問題に対する関心 

 

問１ あなたは、この１、２年くらいの間に生じた消費者問題について、関心がありますか、 

それともありませんか。 

 

平成 26 年 1 月   平成 27 年 9 月 

  ・ある                        73.8％  →   67.5％（減） 

・ない                        24.0％  →   31.1％（増） 
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食中毒事故の問題などの食品の
安全性について（注１）

偽装表示，誇大広告など，事業
者による商品やサービスに関す
る偽りの情報について（注２）

強引な勧誘や不正な利殖商法な
どの悪質商法について

交流サイト，ゲーム，ネット通
販などのインターネット利用に
より生じるトラブルについて

製品・施設の欠陥により生じる
事故について（注３）

サービスの提供上の問題（技能
不足など）により生じる事故に
ついて

そ の 他

わ か ら な い

（注１）平成26年１月調査では，「食中毒事故や食品添加物の問題などの食品の安全性について」
　　　　となっている。
（注２）平成26年１月調査では，「偽装表示など事業者による商品やサービスに関する偽りの情報
　　　　について」となっている。
（注３）平成26年１月調査では，「製品の欠陥により生じる事故について」が38.8％，「施設の瑕
　　　　疵により生じる事故について」が23.0％となっている。

この１，２年くらいの間に生じた消費者問題に関
心が「ある」と答えた者に，複数回答

64.8 

58.7 

48.1 

46.3 

41.7 

23.8 
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81.7 

66.8 

43.7 

41.4 

※
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今 回 調 査 （N=1,136人，M.T.=284.2％)

平成26年１月調査 （N=1,315人，M.T.=295.9％)

 ア 消費者問題に対する関心分野 

 

更問１（問１で「ある」と答えた方（ 1,136 人）に） 

  それでは、どの分野の消費者問題に対して関心がありますか。この中からいくつでも 

 あげてください。（複数回答） 

 

（上位５項目） 

平成 26 年 1 月   平成 27 年 9 月 

  ・食中毒事故の問題などの食品の安全性について     81.7％  →   64.8％（減） 

・偽装表示、誇大広告など、事業者による商品やサービス     

に関する偽りの情報について             66.8％  →   58.7％（減） 

・強引な勧誘や不正な利殖商法などの悪質商法について  43.7％  →   48.1％（増） 

・交流サイト、ゲーム、ネット通販などのインターネット 

利用により生じるトラブルについて          41.4％  →   46.3％（増） 

・製品・施設の欠陥により生じる事故について       ＊   →   41.7％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調査をしていない項目 
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テ レ ビ・ ラジ オの ニュ ース

新 聞 ・ 雑 誌

テ レ ビ・ ラジ オの 情報 番組

インターネットやソーシャル・
ネットワーキング・サービス
（ＳＮＳ）上の口コミなど

家族・友人などの身の回りの人

町 内 会 の 回 覧 板 な ど

民間のウェブサイトのニュース
など

地方公共団体などの広報紙，パ
ンフレット，チラシ

学校，職場での教育・研修など

消費者庁や地方公共団体などの
行政機関のウェブサイト

地方公共団体などのイベント，
講演会など

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

この１，２年くらいの間に生じた消費者問題に関
心が「ある」と答えた者に，複数回答

88.6

62.2

49.3

32.9

26.1

15.8

15.3

13.1
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0.1
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総 数 （N=1,136人，M.T.=323.5％)

イ 消費者問題の情報の入手方法 

 

更問２（問１で「ある」と答えた方（ 1,136 人）に） 

  あなたは、消費者問題に関する情報を、どのような方法で得ていますか。この中から 

いくつでもあげてください。（複数回答） 

 

                                    （上位４項目） 

   平成 27 年 9 月 

  ・テレビ・ラジオのニュース                           88.6％ 

・新聞・雑誌                                    62.2％ 

・テレビ・ラジオの情報番組                             49.3％ 

・インターネットやソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ） 

上の口コミなど                            32.9％ 
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（複数回答）

現実に消費者が遭う可能性のあ
る取引上のトラブル（詐欺的契
約，解約拒否，架空請求など）
の状況や対処方法（注１）

悪質事業者の公表を含む行政処
分の情報

危険性のある製品の情報（リ
コール情報など）や事故を防ぐ
ための使用上の注意

苦情の相談機関，処理機関の役
割や利用方法の紹介

消費者に関わりの深い法令，制
度の紹介，解説（注２）

商品の品質・性能などのテスト
結果（注３）

経済・社会・環境へ良い影響を
与える商品・サービス（地産地
消，フェアトレード，エコマー
クなど）

消費者団体や事業者の消費者向
けの活動内容

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

（注１）平成26年１月調査では，「現実に消費者が行う取引で生じがちなトラブル（契約，解約，偽
　　　　装表示，安全性など）への対処方法」となっている。
（注２）平成26年１月調査では，「消費者に関わりの深い法律，制度の紹介，解説」となっている。
（注３）平成26年１月調査では，「商品テストや商品・サービスの比較調査の結果」となっている。
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今 回 調 査 （N=1,682人，M.T.=259.2％)

平成26年１月調査 （N=1,781人，M.T.=226.3％)

（２）国・地方公共団体から得たい情報 

 

問２ あなたが、国や地方公共団体から特に得たいと思う消費者向けの情報は何ですか。 

この中からいくつでもあげてください。（複数回答） 

 

                               （上位４項目） 

平成 26 年 1 月   平成 27 年 9 月 

  ・現実に消費者が遭う可能性のある取引上のトラブル 

（詐欺的契約、解約拒否、架空請求など）の状況や 

対処方法                      56.1％  →   44.8％（減） 

・悪質事業者の公表を含む行政処分の情報         ＊   →   41.1％ 

・危険性のある製品の情報（リコール情報など）や事 

故を防ぐための使用上の注意              ＊   →   40.1％ 

・苦情の相談機関、処理機関の役割や利用方法の紹介   44.9％  →   33.1％（減） 

 

  ・特にない                      10.0％  →   13.0％（増） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調査をしていない項目 
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ある わからない ない
(該当者数)

総 数 (1,682人)

〔 性 〕

男 性 (  774人)

女 性 (  908人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  139人)

30 ～ 39 歳 (  197人)

40 ～ 49 歳 (  305人)

50 ～ 59 歳 (  255人)

60 ～ 69 歳 (  403人)

70 歳 以 上 (  383人)

37.8

0.8

61.4

33.7

41.3

1.2

0.6

65.1

58.1

40.3

49.2

41.0

45.9

34.2

26.9

-

1.5

0.3

0.8

1.0

1.0

59.7

49.2

58.7

53.3

64.8

72.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

２ 消費者取引上のトラブルについての意識 

（１）広告・宣伝のみでの商品購入やサービス利用の経験 

 

問３ あなたは、店頭での広告やテレビでの宣伝、ホームページにおける表示など不特定多 

数に向けてなされる宣伝を見ただけで、商品・サービスの内容を確かめたり、相手方の 

事業者から直接説明を聞いたりすることなく、購入や利用をしたことはありますか、そ 

れともありませんか。 

 

   平成 27 年 9 月 

  ・ある                                       37.8％ 

・ない                                       61.4％ 
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ある わからない ない
(該当者数)

総 数 (  636人)

〔 性 〕

男 性 (  261人)

女 性 (  375人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (   56人)

30 ～ 39 歳 (   97人)

40 ～ 49 歳 (  125人)

50 ～ 59 歳 (  117人)

60 ～ 69 歳 (  138人)

70 歳 以 上 (  103人)

店頭での広告やテレビでの宣伝，ホームページにお
ける表示など不特定多数に向けてなされる宣伝を見
ただけで，商品・サービスの内容を確かめたり，相
手方の事業者から直接説明を聞いたりすることな
く，購入や利用をしたことが「ある」と答えた者に

48.7

1.6

49.7

46.7

50.1

1.5
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48.3
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41.9
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-

4.0
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0.7

1.0
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56.4

39.9
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ア 宣伝の際の表示の内容と実際に買った商品・サービスの内容との違いの意識 

 

更問（問３で「ある」と答えた方（ 636 人）に） 

  その場合に、宣伝の際の表示の内容と実際に買った商品・サービスの内容が異なって 

いたと思ったことはありますか、それともありませんか。 

 

   平成 27 年 9 月 

  ・ある                                       48.7％ 

・ない                                       49.7％ 
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販売店やメーカーなど
に苦情を申し出たり，
返金や返品を求めたり
した

消費生活センターな
どの消費生活相談窓
口，消費者団体，弁
護士などに相談した

何もしなかった その他 わからない

(該当者数)

総 数 (  310人)

〔 性 〕

男 性 (  122人)

女 性 (  188人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (   28人)

30 ～ 39 歳 (   41人)

40 ～ 49 歳 (   58人)

50 ～ 59 歳 (   49人)

60 ～ 69 歳 (   82人)

70 歳 以 上 (   52人)

宣伝の際の表示の内容と実際に買った商品・
サービスの内容が異なっていたと思ったこと
が「ある」と答えた者に

33.5

4.5

61.6

-

0.3

36.9

31.4

4.9

4.3

58.2

63.8

-

-

-

0.5

21.4

31.7

27.6

40.8

40.2

30.8

-

7.3

3.4

8.2

3.7

3.8

78.6

61.0

69.0

51.0

56.1

63.5

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

イ 宣伝の際の表示の内容と実際に買った商品・サービスの内容が異なっていた際の対応 

 

更更問（更問で「ある」と答えた方（ 310 人）に） 

  その際、まずあなたはどうしましたか。この中から１つだけお答えください。 

 

   平成 27 年 9 月 

  ・販売店やメーカーなどに苦情を申し出たり、返金や返品を 

求めたりした                                  33.5％ 

・消費生活センターなどの消費生活相談窓口、消費者団体、 

弁護士などに相談した                              4.5％ 

・何もしなかった                                61.6％ 
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（複数回答）

架空請求（はがきやメールで，利用していない
サービスなどの架空の料金を請求すること）

点検商法（「点検に来た」などとして家に上がり
込み，事実と異なることを言って不安をあおり，
工事などを契約させること）

かたり商法（公的機関の職員や関係者であるかの
ように思わせ，商品やサービスを契約させたり，
金銭や個人情報を騙し取ったりすること）

送りつけ商法（注文していない商品を勝手に送り
つけてきて，代金を支払わせようとすること）

利殖商法（電話をかけたり，資料を送りつけたり
して，「必ずもうかる」などと断定的に強調し，
投資や出資を勧誘すること）

劇場型勧誘（複数の事業者が役回りを分担して消
費者を騙し，金銭を騙し取ったりすること）

押し買い（業者が突然自宅を訪れ，貴金属などを
強引に買い取ること）

催眠商法・ＳＦ商法（閉め切った会場に集め，日
用品などを配って雰囲気を盛り上げた後，高額商
品を契約させること）

二次被害（「損を取り戻してあげる」などと勧誘
し，過去の被害の救済を装って金銭を支払わせる
こと）

過量販売・次々販売（消費者に次々と商品やサー
ビスを販売したり，必要以上の量や長期間の契約
をさせたりすること）

そ の 他

知 っ て い た も の は な い

わ か ら な い

74.9 

65.5 

61.4 

60.6 

56.5 

54.2 

52.7 

50.7 

37.2 

28.9 

1.2 

3.3 

1.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 (%)

総 数 （N=1,682人，M.T.=548.2％)

３ 悪質商法についての認知度と対策 

（１）悪質商法や詐欺的な勧誘の手口の認知 

 

問４ あなたは、悪質商法や詐欺的な勧誘の手口としてどのようなものを知っていましたか。 

知っていたものをこの中からいくつでもあげてください。（複数回答） 

 

                                    （上位８項目） 

   平成 27 年 9 月 

  ・架空請求（はがきやメールで、利用していないサービスなどの架空の 

料金を請求すること）                             74.9％ 

・点検商法（「点検に来た」などとして家に上がり込み、事実と異なる 

ことを言って不安をあおり、工事などを契約させること）            65.5％ 

・かたり商法（公的機関の職員や関係者であるかのように思わせ、商品 

やサービスを契約させたり、金銭や個人情報を騙し取ったりすること）   61.4％ 

・送りつけ商法（注文していない商品を勝手に送りつけてきて、代金を 

支払わせようとすること）                       60.6％ 

・利殖商法（電話をかけたり、資料を送りつけたりして、「必ずもうかる」 

などと断定的に強調し、投資や出資を勧誘すること）           56.5％ 

・劇場型勧誘（複数の事業者が役回りを分担して消費者を騙し、金銭を騙 

し取ったりすること）                         54.2％ 

・押し買い（業者が突然自宅を訪れ、貴金属などを強引に買い取ること）   52.7％ 

・催眠商法・ＳＦ商法（閉め切った会場に集め、日用品などを配って雰囲 

気を盛り上げた後、高額商品を契約させること）             50.7％ 
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〔参考１〕 悪質商法や詐欺的な勧誘の手口の認知（年齢別） 

74.9 

65.5 

61.4 

60.6 

56.5 

54.2 

52.7 

50.7 

37.2 

28.9 

1.2 

3.3 

1.3 

90.6

60.4

48.9
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65.5 

64.3 

60.4 

56.5 

57.6 

45.1 

34.5 

1.2 

0.4 

0.8 

68.7 

61.0 

61.8 

58.1 

57.1 

51.6 

51.6 

48.9 

34.5 

30.8 

1.7 

3.7 

1.2 

48.6 

53.0 

50.1 

47.3 

45.7 

45.2 

44.9 

42.0 

27.4 

23.5 

1.8 

8.6 

3.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

架空請求

点検商法

かたり商法

送りつけ商法

利殖商法

劇場型勧誘

押し買い

催眠商法・ＳＦ商法

二次被害

過量販売・次々販売

その他

知っていたものはない

わからない

総数 (N=1,682人，M.T.=548.2%)

２０～２９歳 (N=  139人，M.T.=507.2%)

３０～３９歳 (N=  197人，M.T.=605.6%)

４０～４９歳 (N=  305人，M.T.=634.8%)

５０～５９歳 (N=  255人，M.T.=610.6%)

６０～６９歳 (N=  403人，M.T.=530.8%)

７０歳以上 (N=  383人，M.T.=441.3%)

(%)
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ある わからない ない
(該当者数)

総 数 (1,682人)

〔 性 〕

男 性 (  774人)

女 性 (  908人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  139人)

30 ～ 39 歳 (  197人)

40 ～ 49 歳 (  305人)

50 ～ 59 歳 (  255人)

60 ～ 69 歳 (  403人)

70 歳 以 上 (  383人)

35.2

2.5

62.3

34.2

36.0

2.7

2.3

63.0

61.7

30.9

37.1

43.3

41.6

28.8

31.9

1.4

3.6

0.3

1.6

4.2

2.9

67.6

59.4

56.4

56.9

67.0

65.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

（２）悪質商法や詐欺的な勧誘の被害例の認知 

 

問５ あなたは、身の回りで悪質商法や詐欺的な勧誘の被害にあった例を見聞きしたことが 

ありますか、それともありませんか。 

 

   平成 27 年 9 月 

  ・ある                                       35.2％ 

・ない                                       62.3％ 
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（複数回答）

同居している家族・親族に
相談する

警 察 に 相 談 す る

市区町村や消費生活セン
ターなどの行政機関の相談
窓口に相談する

友人，同僚などに相談する

同居していない家族・親族
に相談する

消 費 者 団 体 に 相 談 す る

弁護士，司法書士などの専
門家や法テラスに相談する

近 所 の 人 に 相 談 す る

民生委員，ホームヘルパー
などに相談する

そ の 他

相談できる人がいない，相
談できる機関がわからない

誰かに相談しようとは思わ
ない

わ か ら な い

65.8 

50.1 

40.0 

34.2 

22.1 

18.3 

16.2 

5.4 

4.2 

0.9 

0.7 

2.5 

1.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)

総 数 （N=1,682人，M.T.=261.4％)

（３）強引な勧誘や詐欺的な勧誘を受けた場合などの相談相手 

 

問６ あなたは、強引な勧誘や詐欺的な勧誘を受けた場合や、そのような勧誘により契約を 

締結してしまった場合、誰に相談しようと思いますか。この中からいくつでもあげてく 

ださい。（複数回答） 

 

                                    （上位４項目） 

   平成 27 年 9 月 

  ・同居している家族・親族に相談する                       65.8％ 

・警察に相談する                                  50.1％ 

・市区町村や消費生活センターなどの行政機関の相談窓口に相談する       40.0％ 

・友人、同僚などに相談する                         34.2％ 
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〔参考２〕 強引な勧誘や詐欺的な勧誘を受けた場合などの相談相手（年齢別） 

65.8 

50.1 

40.0 

34.2 

22.1 

18.3 

16.2 

5.4 

4.2 

0.9 

0.7 

2.5 

1.1 

77.0 

46.8 

27.3 

48.2 

26.6 

9.4 

13.7 

2.2 

0.7 

-

0.7 

1.4 

-

72.6 

51.3 

50.8 

43.7 

33.5 

16.8 

15.2 

4.1 

4.1 

-

0.5 

1.0 

1.0 

73.1 

55.1 

46.6 

39.0 

26.6 

25.2 

22.6 

4.3 

3.9 

1.0 

0.3 

1.3 

-

67.1 

50.2 

49.8 

36.9 

14.5 

25.5 

23.9 

5.5 

3.5 

0.8 

0.4 

2.4 

0.4 

59.6 

51.1 

42.7 

33.3 

16.6 

17.4 

15.4 

5.2 

5.5 

0.2 

0.5 

3.0 

1.2 

58.2 

45.7 

24.3 

19.6 

21.7 

13.1 

8.4 

8.1 

5.0 

2.3 

1.3 

4.2 

2.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

同居している家族・親族に

相談する

警察に相談する

市区町村や消費生活セン

ターなどの行政機関の相談

窓口に相談する

友人，同僚などに相談する

同居していない家族・親族

に相談する

消費者団体に相談する

弁護士，司法書士などの専

門家や法テラスに相談する

近所の人に相談する

民生委員，ホームヘルパー

などに相談する

その他

相談できる人がいない，相

談できる機関がわからない

誰かに相談しようとは思わ

ない

わからない

総数 (N=1,682人，M.T.=261.4%)

２０～２９歳 (N=  139人，M.T.=254.0%)

３０～３９歳 (N=  197人，M.T.=294.4%)

４０～４９歳 (N=  305人，M.T.=299.0%)

５０～５９歳 (N=  255人，M.T.=280.8%)

６０～６９歳 (N=  403人，M.T.=251.6%)

７０歳以上 (N=  383人，M.T.=214.6%)

(%)
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（複数回答）

日頃から家族と対処方法につ
いて話し合うこと

留守番電話を設置し，知らな
い相手からの電話には出ない
こと

相手の番号を表示するサービ
スを使って，知らない相手か
らの電話には出ないこと

相談先を確認しておき，何か
あればすぐに相談すること

自動的に通話を録音し，相手
にもそのことを通知する装置
を電話につけること

知らない相手からの着信の際
に警告ランプが付く装置を電
話につけること

そ の 他

有 効 な 対 策 は な い

わ か ら な い

56.1 

43.1 

41.6 

29.9 

19.3 

9.8 

3.1 

5.7 

1.9 

0 10 20 30 40 50 60 (%)

総 数 （N=1,682人，M.T.=210.5％)

（４）不審な電話による悪質商法や詐欺的な勧誘の被害を防ぐための有効な対策 

 

問７ あなたは、不審な電話による悪質商法や詐欺的な勧誘の被害を防ぐためには、どのよ 

うな対策を講じることが有効であると思いますか。この中からいくつでもあげてくださ 

い。（複数回答） 

 

                                    （上位４項目） 

   平成 27 年 9 月 

  ・日頃から家族と対処方法について話し合うこと                56.1％ 

・留守番電話を設置し、知らない相手からの電話には出ないこと           43.1％ 

・相手の番号を表示するサービスを使って、知らない相手からの 

電話には出ないこと                            41.6％ 

・相談先を確認しておき、何かあればすぐに相談すること               29.9％ 
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〔参考３〕 不審な電話による悪質商法や詐欺的な勧誘の被害を防ぐための有効な対策（年齢別） 

56.1

43.1

41.6

29.9

19.3

9.8

3.1

5.7

1.9

51.8 

31.7 

41.0 

41.7 

24.5 

12.2 

0.7 

2.9 

2.9 

65.5 

38.1 

47.2 

44.2 

21.3 

7.1 

1.0 

1.5 

1.5 

66.2 

55.7 

49.8 

35.7 

23.3 

11.8 

1.3 

3.9 

0.3 

61.6 

48.2 

49.0 

34.5 

25.1 

11.4 

2.7 

4.7 

0.8 

50.4 

44.7 

36.2 

20.6 

16.1 

10.4 

2.7 

8.4 

1.7 

47.3 

34.7 

32.9 

20.4 

12.8 

6.8 

7.0 

8.1 

3.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

日頃から家族と対処方法につ

いて話し合うこと

留守番電話を設置し，知らな

い相手からの電話には出ない

こと

相手の番号を表示するサービ

スを使って，知らない相手か

らの電話には出ないこと

相談先を確認しておき，何か

あればすぐに相談すること

自動的に通話を録音し，相手

にもそのことを通知する装置

を電話につけること

知らない相手からの着信の際

に警告ランプが付く装置を電

話につけること

その他

有効な対策はない

わからない

総数 (N=,1682人，M.T.=210.5%)

２０～２９歳 (N=  139人，M.T.=209.4%)

３０～３９歳 (N=  197人，M.T.=227.4%)

４０～４９歳 (N=  305人，M.T.=248.2%)

５０～５９歳 (N=  255人，M.T.=238.0%)

６０～６９歳 (N=  403人，M.T.=191.3%)

７０歳以上 (N=  383人，M.T.=173.9%)

(%)
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内容まで知っ
ていた

内容は知らなかっ
たが，言葉は聞い
たことがある

わからない 知らなかった

(該当者数)

総 数 (1,682人)

〔 性 〕

男 性 (  774人)

女 性 (  908人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  139人)

30 ～ 39 歳 (  197人)

40 ～ 49 歳 (  305人)

50 ～ 59 歳 (  255人)

60 ～ 69 歳 (  403人)

70 歳 以 上 (  383人)

3.0

18.5

2.7

75.7

3.7

2.4

17.6

19.3

3.2

2.3

75.5

76.0

2.9

0.5

2.0

4.3

2.7

4.7

18.7

13.2

12.5

16.9

22.1

23.2

1.4

4.1

2.3

0.8

2.7

4.2

77.0

82.2

83.3

78.0

72.5

67.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

知っていた（小計） 21.5

４ 消費者市民社会への参加 

（１）消費者市民社会の認知 

 

問８ あなたは、「消費者市民社会」について知っていましたか。この中から１つだけお答え 

ください。 

 

  平成 27 年 9 月 

  ・知っていた（小計）                                  21.5％ 

・内容まで知っていた                                 3.0％ 

・内容は知らなかったが、言葉は聞いたことがある                   18.5％ 

・知らなかった                                     75.7％ 
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思っている どちらかといえば
思っている

わからない どちらかといえば
思っていない

思っていない

(該当者数)

総 数 (1,682人)

〔 性 〕

男 性 (  774人)

女 性 (  908人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  139人)

30 ～ 39 歳 (  197人)

40 ～ 49 歳 (  305人)

50 ～ 59 歳 (  255人)

60 ～ 69 歳 (  403人)

70 歳 以 上 (  383人)

23.4 40.9

2.3

18.9 14.6

21.6

24.9

35.4

45.6

3.1

1.5

21.2

17.0

18.7

11.0

9.4

14.2

20.7

30.2

29.0

24.8

42.4

42.6

43.6

41.2

40.9

37.1

0.7

2.0

-

0.8

2.5

5.5

28.8

27.9

24.3

13.7

13.9

15.1

18.7

13.2

11.5

14.1

13.6

17.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

思っている（小計） 64.3 思っていない（小計）33.5

（２）自身の消費行動が社会に与える影響に対する認識 

 

問９ あなたは、日頃、環境、食品ロス削減、地産地消、被災地の復興、開発途上国の労働 

者の生活改善など、社会的課題につながることを意識して、商品・サービスを選択しよ 

うと思っていますか。この中から１つだけお答えください。 

 

  平成 27 年 9 月 

  ・思っている（小計）                                  64.3％ 

・思っている                                    23.4％ 

・どちらかといえば思っている                            40.9％ 

・思っていない（小計）                                 33.5％ 

・どちらかといえば思っていない                           18.9％ 

・思っていない                                   14.6％ 
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（複数回答）

商品・サービスに関し，消費者
の生命身体に関する安全の確保
を図ること

被害に遭った消費者に対する救
済制度を充実すること

消費者の自主的・合理的な選択
を確保するための商品・サービ
スの表示の充実と信頼の確保を
図ること

消費者と事業者の間の取引の適
正化を図ること（民事ルール見
直し，事業者規制など）

適正な公共料金の決定や事業者
間における公正で自由な競争を
促すこと

国及び地方の消費者行政の体制
を整備すること

消費者自身や消費者団体，事業
者・事業者団体の積極的な活動
を支援すること

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

68.5 

50.8 

40.2 

36.3 

36.0 

25.4 

21.9 

0.7 

4.9 

4.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 (%)

総 数 （N=1,682人，M.T.=289.7％)

５ 行政への要望と相談体制の認知度 

（１）国や地方公共団体に力を入れてほしい消費者問題の分野 

 

問１０ あなたは、消費者問題に対する国や地方公共団体の取組としてどのような分野に力 

を入れてほしいと思いますか。この中からいくつでもあげてください。（複数回答） 

 

                                    （上位５項目） 

   平成 27 年 9 月 

  ・商品・サービスに関し、消費者の生命身体に関する安全の確保を 

図ること                                 68.5％ 

・被害に遭った消費者に対する救済制度を充実すること               50.8％ 

・消費者の自主的・合理的な選択を確保するための商品・サービス 

の表示の充実と信頼の確保を図ること                      40.2％ 

・消費者と事業者の間の取引の適正化を図ること（民事ルール見直 

し、事業者規制など）                         36.3％ 

・適正な公共料金の決定や事業者間における公正で自由な競争を促 

すこと                                 36.0％ 
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（複数回答）

事故が生じた事例や悪質商法の手口と消
費者が気をつけるべき事項など，消費者
が被害に遭わないための具体的な情報提
供・注意喚起を適時・的確に行うこと

高齢者，障がい者など被害に遭いやすい
人たちへの地域の見守りを強化すること

商品・サービスの不当表示や悪質事業者
などに対する取締りを強化すること

消費者からの相談体制やその機能の充実
を図ること

消費者からの苦情・意見に誠実に対応
し，商品・サービスへ反映させるなどの
事業者による消費者志向の取組を支援す
ること

関係する法令，ガイドラインなどのルー
ルの整備・充実を図ること

消費者の声を行政に反映するため，提案
や申出の制度を充実すること

被害に遭わないだけでなく，自己の消費
行動の社会への影響を自覚できる自立し
た消費者を育成するための消費者教育を
充実すること

消費者の利益のために活動する消費者団
体の活動（消費者への情報提供，事業者
の不当な行為への差止請求など）を支援
すること

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

63.6 

61.2 

57.0 

48.2 

35.9 

29.7 

27.6 

26.8 

25.6 

0.5 

3.9 

4.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)

総 数 （N=1,682人，M.T.=384.2％)

（２）消費者行政の各種課題に対応する上での、国や地方公共団体の施策としての重要な手法 

 

問１１ あなたは、今後、消費者行政が直面する各種の課題に対応する上で、国や地方公共 

団体の施策としてどのような手法が重要になると思いますか。この中からいくつでもあ 

げてください。（複数回答） 

 

                                    （上位４項目） 

   平成 27 年 9 月 

  ・事故が生じた事例や悪質商法の手口と消費者が気をつけるべき 

事項など、消費者が被害に遭わないための具体的な情報提供・ 

注意喚起を適時・的確に行うこと                    63.6％ 

・高齢者、障がい者など被害に遭いやすい人たちへの地域の見守 

りを強化すること                             61.2％ 

・商品・サービスの不当表示や悪質事業者などに対する取締りを 

強化すること                             57.0％ 

・消費者からの相談体制やその機能の充実を図ること            48.2％ 
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（複数回答）

輸 入 食 品 の 安 全 性 の 確 保

輸入製品（加工食品を除く）の安全性の確保

表 示 の 国 際 標 準 化 の 推 進

海外の事業者との取引上のトラブルへの対応

各国間での消費者行政における連携の強化

訪日外国人（日本に旅行に来た外国人）が消費
者としてトラブルに遭った場合の対応（購入し
た土産品の表示に虚偽があった，宿泊施設の料
金が予約時の説明と異なっていたなど）

在日外国人（日本に住んでいる外国人）が消費
者としてトラブルに遭った場合の対応（訪問販
売で説明がよくわからないまま契約してしまっ
たなど）

開 発 途 上 国 の 消 費 者 政 策 の 強 化 の 支 援

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

78.9 

63.3 

33.9 

30.6 

29.1 

22.2 

22.2 

18.2 

0.4 

3.7 

5.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 (%)

総 数 （N=1,682人，M.T.=307.7％)

（３）グローバル化に対応した消費者行政として国が重点的に取り組むべきこと 

 

問１２ あなたは、グローバル化に対応した消費者政策として、国はどのような分野に重点 

的に取り組むべきだと思いますか。この中からいくつでもあげてください。（複数回答） 

 

                                    （上位５項目） 

   平成 27 年 9 月 

  ・輸入食品の安全性の確保                         78.9％ 

・輸入製品（加工食品を除く）の安全性の確保                   63.3％ 

・表示の国際標準化の推進                            33.9％ 

・海外の事業者との取引上のトラブルへの対応                   30.6％ 

・各国間での消費者行政における連携の強化                      29.1％ 
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（複数回答）

地方公共団体で消費者からの相談に対応
している職員・消費生活相談員

消 費 者 団 体 の 役 職 員

高齢者，障がい児・者，児童・母子など
に関する福祉関係団体の役職員

消費者問題に詳しい弁護士・司法書士な
どの法律専門職

民生委員など，住民の生活援助や福祉の
増進に従事している者

企業などで消費者からの意見などに対応
しているお客様窓口担当者

消費者問題に関連する分野の研究者

生活情報や福祉・金融・食品・情報通
信・住宅などの身近な商品・サービスに
詳しいジャーナリスト，評論家など

労 働 関 係 団 体 の 役 職 員

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

41.4 

40.4 

35.9 

35.4 

34.5 

30.9 

24.4 

22.4 

14.9 

1.0 

6.0 

5.7 

0 10 20 30 40 50 (%)

総 数 （N=1,682人，M.T.=292.9％)

（４）消費者の意見を代表する者について 

 

問１３ 国の審議会などの場で、消費者の意見を代弁してもらえるとあなたが思う方を、こ 

の中からいくつでもあげてください。（複数回答） 

 

                                    （上位６項目） 

   平成 27 年 9 月 

  ・地方公共団体で消費者からの相談に対応している職員・消費生活 

相談員                                  41.4％ 

・消費者団体の役職員                            40.4％ 

・高齢者、障がい児・者、児童・母子などに関する福祉関係団体の 

役職員                                     35.9％ 

・消費者問題に詳しい弁護士・司法書士などの法律専門職             35.4％ 

・民生委員など、住民の生活援助や福祉の増進に従事している者         34.5％ 

・企業などで消費者からの意見などに対応しているお客様窓口担当者      30.9％ 
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「188」に掛ける
と，「消費者ホッ
トライン」から消
費生活相談窓口に
つながることを
知っていた

「188」は知らなかったが，
「0570-064-370」に掛ける
と，「消費者ホットライ
ン」から消費生活相談窓口
につながることは知ってい
た

「消費者ホットラ
イン」の名前は
知っていたが，番
号は知らなかった

わか
らな
い

名前も
番号も
知らな
かった

(該当者数)

総 数 (1,682人)

〔 性 〕

男 性 (  774人)

女 性 (  908人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  139人)

30 ～ 39 歳 (  197人)

40 ～ 49 歳 (  305人)

50 ～ 59 歳 (  255人)

60 ～ 69 歳 (  403人)

70 歳 以 上 (  383人)

6.4

2.5

26.0

2.1

63.0

8.0

5.0

1.7

3.2

25.1

26.9

1.8

2.4

63.4

62.6

2.2

1.5

5.6

6.7

10.7

6.3

2.9

2.0

3.0

3.9

1.5

2.3

31.7

25.4

23.3

30.6

27.5

21.9

0.7

1.5

1.3

1.2

2.7

3.7

62.6

69.5

66.9

57.6

57.6

65.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

知っていた（小計） 34.9

（５）「消費者ホットライン」の認知 

 

問１４ あなたは、この「消費者ホットライン」を知っていましたか。この中から１つだけ 

お答えください。 

 

  平成 27 年 9 月 

  ・知っていた（小計）                                  34.9％ 

・「１８８」に掛けると、「消費者ホットライン」から消費生活 

相談窓口につながることを知っていた                         6.4％ 

・「１８８」は知らなかったが、「０５７０－０６４－３７０」 

に掛けると、「消費者ホットライン」から消費生活相談窓口 

につながることは知っていた                           2.5％ 

・「消費者ホットライン」の名前は知っていたが、番号は知ら 

なかった                                  26.0％ 

・名前も番号も知らなかった                               63.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


